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宗像市教育情報ネットワーク整備事業 

プロポーザル実施要領 

  

１ 目的  

本要領は、「宗像市教育情報ネットワーク整備事業」に係る契約の相手方となる事業者 

の選定にあたり、プロポーザルの実施方法等、必要な事項を定める。  

  

２ 業務概要  

（１）業務名  

宗像市教育情報ネットワーク整備事業  

（２）業務内容  

「宗像市教育情報ネットワーク整備事業 仕様書」のとおり  

ただし、契約時における仕様書は、候補者として選定された企画提案書の内容に応じて

仕様を変更する場合がある。  

（３）履行期間  

契約締結日の翌日から令和８年３月３１日まで  

 

３ 提案上限額  

提案上限額は、 ６３，４３５，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む）とし、

提案上限額を超えないこと。 

また、令和８年度からは教育情報ネットワーク運用保守業務委託としての契約締結を予

定しており、各年度の提案上限額は以下のとおり。 

 令和８年度    ３５，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

 令和９年度    ３４，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

 令和１０年度  ３４，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

令和１１年度  ３４，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

令和１２年度  ３４，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

 ※令和８年度以降の運用保守に関する契約金額は、各年度の予算成立を条件とする。 

 

４ 実施形式  

プロポーザル方式   

  

５ スケジュール  

   契約までの予定スケジュール  

内容 日程、提出期限等 

公示日  令和７年６月９日（月）  

質問書の提出  令和７年６月１６日（月）  
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質問書に対する回答  令和７年６月１８日（水）  

参加申込書及び資格確認書類の提出 令和７年６月２３日（月）  

資格審査・結果通知  令和７年６月２４日（火）  

提案書の提出  令和７年６月２４日（火）から 

令和７年７月１日（火）  

プレゼンテーション  令和７年７月９日（水） 

結果通知  令和７年７月１６日（水）【予定】  

仕様精査の後、契約締結  令和７年７月下旬頃【予定】  

  

６ プロポーザル参加資格  

プロポーザルに参加することができる者は、参加申込書等の提出締切時点で、次に掲げ 

る要件の全てに該当する者とする。 

①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者。 

②会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく清算の開始がなされていない者、破産法

（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者、会社

更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされていない

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れていない者。 

③国税（法人税又は所得税及び消費税をいう。）及び地方税の滞納がない者。 

④宗像市内の事業所を契約先とする場合、代表者個人（契約締結の権限を委任する場合

は、その受任者）が住所地の市町村税を滞納していない者 

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でない者。  

⑥法人であって、その役員が⑤に該当しない者。 

⑦令和７年６月９日時点で、本市から宗像市指名停止等の措置に関する規定に基づく指 

名停止の措置を受けていない者。 

⑧令和４年度以降において、全国で本業務と同種（ゼロトラスト環境構築）または類似の

業務（学校のネットワーク環境構築）を行い、運用保守の実績がある者。 

 ⑨宗像市競争入札参加有資格者名簿に登録されている者。 

 ⑩受注者は以下の資格を有するものとし、参加表明時に資格証の写しを本市に提出する。   

   ア ISO9001 QMS ：品質マネジメントシステム 

イ ISO15001 プライバシーマーク：個人情報セキュリティ 

ウ ISO27001 ISMS ：情報セキュリティマネジメントシステム 
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７ 質疑・応答  

（１）質問方法 

本プロポーザルの実施要領及び仕様書等に関する質問については、件名を次のとおり記 

載した電子メールに「質問書」（様式５）を添付して、「１８ 問い合わせ先」宛に送信

し、着信確認の電話連絡をすること。電話又は口頭による質問は受け付けない。 

また、質問期限を過ぎてからの質問は、一切受け付けない。  

【件名】 宗像市教育情報ネットワーク整備事業質問書／会社名  

（２）期限  

令和７年６月１６日（月）午後５時までに必着  

（３）回答方法 

令和７年６月１８日（水）までに、「質問書」（様式５）に記載されたメールアドレス宛に

電子メールで回答及び宗像市公式ホームページに掲載する。また、質問の回答は本要領の

追加または修正とみなす。  

  

８ 参加申込の手続き  

本プロポーザルへの参加を希望する者は、実施要領、仕様書及び関係法令等の各規定を

理解したうえで、次に掲げる書類を提出すること。  

（１）提出書類 

①参加表明書（様式１）及び各資格証の写し   各１部  

②会社概要書（任意様式）     １１部  

③受注実績書（様式２）     １１部  

（２）受付期間  

令和７年６月１６日（月）から６月２３日（月）までの期間で、土・日曜日を除き、時

間は午前８時３０分から午後５時までとする。郵送の場合は、配達証明付書留郵便と

し、受付期間内に必着とする。 

（３）提出先  

「１８ 問い合わせ先」に記載のとおりとする。  

 

９ 資格審査  

資格審査結果は、参加申込書等を提出した全ての者に対し、書面で通知する。  

 

１０ 企画提案書等の提出  

   参加申込書等の提出を行った者は、市から資格審査結果の通知を受けた後、次に掲げる

書類を提出すること。  

（１）提出書類  

①企画提案書兼誓約書（鑑）（様式３）                   １部  

②企画提案書         本要領１１の企画提案書作成方法を参照すること 

③価格提案書（様式４－１）                            １１部 
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④価格提案書（様式４－２）                        １１部 

⑤提案内容に沿って変更した仕様書（案）（docx 形式）       データ提出 

（２）受付期間  

令和７年６月２４日（火）から７月１日（火）までの期間で、土・日曜日を除き、時間

は午前８時３０分から午後５時までとする。郵送の場合は、配達証明付書留郵便とし、

受付期間内に必着とする。 

（３）提出先  

「１８ 問い合わせ先」に記載のとおりとする。  

 

 １１ 企画提案書作成方法  

  参加者は、「宗像市教育情報ネットワーク整備事業仕様書」に基づき、本業務の目的に沿

った企画を策定し、より効果的な業務実施となるよう企画提案書を作成すること。  

   なお、１参加者につき、１点に限る。  

（１）企画提案書の形式等  

【規格】Ａ４判とし、文字の大きさは１０.５pt以上とする  

【部数】正本１部、副本１０部  

【その他】  

・提案書は、正確かつ簡潔な内容とし、４０ページ以内とする。  

なお、表紙、裏表紙、目次は枚数に含まない。  

 ・高度な専門的知識を有しない者でも理解できるようわかりやすく表現すること  

 ・文章を補完するために、イメージ図または図面等を使用して差し支えない。   

（２）企画提案書に係る留意事項  

①提出後の再提出及び差し替えは、原則として認めない。   

②企画提案の内容に関する事項が、提案者以外の者に知られることがないように扱う

ものとする。  

  

１２ 審査  

（１）審査方法  

契約の相手方となる候補者（以下「事業候補者」という。）の選定は、関係者で構成す

る「宗像市教育情報ネットワーク整備事業プロポーザル選考委員会」を開催し、最も適

した事業者を事業候補者として選定する。  

評価にあたっては、参加資格を満たす参加申込者により提出された企画提案書のプレ

ゼンテーションを本プロポーザル選考委員会が審査する。 

なお、参加者が１社のみの場合であっても、選考委員会において提案内容の審査を行

い、選定の可否を決定する。  

（２）プレゼンテーションの実施  

①実施日については、令和７年７月９日（水）に実施することとし、時間・場所の詳細

は参加申込者に対し別途通知する。  

②提案時間は３０分以内とし、その後、質疑応答を１０分以内で行う。  



5 

 

 ※準備、片付けの時間は提案時間に含まないが、合わせて１０分程度で行うこと。  

③参加人数は５人までとする。  

④その他  

（ア）場所、時間の詳細は決定次第、参加者に対し別途通知する。 

（イ）プロジェクターを使用したプレゼンテーションも可とし、必要な機材等（プロ

ジェクター及び HDMI 接続ケーブル）は本市にて用意する。なお、PCは持参す

ることとし、会場レイアウト等は、別途通知する。  

（ウ）当日に追加資料を配布すること及び企画提案書と異なる内容を提案することは

認めない。  

（３）評価項目・配点  

評価の内容 評価の主な観点 配点 

１ 基本事項 ・教育ネットワーク整備について、全国の実績(過去３年間)は

十分なものか。 

・本市における課題を理解した上で、総合的な解決を図る提案

となっているか。 

・業務実施に伴い想定されるリスク及びその対策を十分に行っ

ているか。 

１５ 

２ 業務体制及び

工程 

・人員体制が明確であり、本業務実施に耐えうる体制が整備さ

れているか。 

・発注者のフォロー体制や本業務を円滑に進める体制が整備さ

れているか。 

・不測の事態を想定した無理のない作業工程になっているか。 

１５ 

３ システム構成 ・ゼロトラストを構成する機能について、本事業の考え方に則

した構成となっているか。 

・教育現場で容易に運用できるシステム構成となっているか。 

・提案されるセキュリティ対策について、本市が求める基準を

満たしているか。 

・外部からの接触等、セキュリティ上の脅威が検出された際

に、当該脅威の除去、当該端末の隔離、脅威の侵入経路等の

追跡及び分析が行えるか。 

３５ 

４ 運用保守 ・運用保守体制及び運用保守範囲が明確であり、運用保守内容

が適切に設定されているか。 

・適切な保守対応が可能となる体制が整備されており、インシ

デント発生時においても、本市の運用負担軽減が考慮されて

いるか。 

・システムを末永く安定稼働させるために、適切なメンテナン

スの実施が計画されているか。 

２５ 

５ 任意提案 ・本市にとって有用な提案であるか。 １０ 

６ 価格 ・提案価格 １０ 
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１３ 候補者の選定方法  

（１）参加資格を満たす者のうち、評価点の合計が最も高い者を契約の相手方の事業候補

者として選定する。ただし、適切な提案がない場合には、事業候補者を選定せず、プ

ロポーザルの手続きを中止するものとする。   

（２）評価点の合計が最も高い者が複数の場合は、価格提案書（様式４－１）の金額が最

も安価な者を契約の相手方の事業候補者として選定する。 なお、金額も同額の場合に

ついては、当該者は、当初提案の金額の範囲内で価格提案書（様式４－１）を再作成

し、再提出された価格提案書（様式４－１）の金額が最も安価な者を契約の相手方の

事業候補者として選定する。 

（３）評価点の合計が満点の６割に達しない場合は、契約の相手方の事業候補者として選

定しないものとする。  

 

１４ 失格事項  

  次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。  

①提出した書類に虚偽の内容を記載した者   

②本実施要領に示した企画提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した者   

③価格提案書の金額が「３ 提案上限額」の上限額を超える者   

④評価の公平性に影響を与える行為があった者  

⑤評価に係る委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた者   

⑥その他選考結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った者 

  

１５ 選定結果の通知・公表  

   候補者選定後、参加者全員に選定又は非選定の結果を通知する。また、選定結果通知

後に次に掲げる項目において、選定結果通知の翌日から３ヵ月間、教育総務課にて閲覧

に供するものとする。 

   （１）候補者名 

   （２）全参加者名、総合評価点、提案金額 

 

１６ 契約手続き 

  （１）候補者と宗像市との間で、内容、経費等について再度調整を行った上で協議が調 

った場合、契約を締結する。 

  （２）受注者は契約金額の１００分の１０の額の契約保証金を契約日までに納付しなけ

ればならない。ただし、宗像市契約事務規則第４６条第２項各号のいずれかに該当す

る場合は、契約保証金を免除する。 

  （３）契約代金の支払いについては、仕様書に定めるとおりとする。 

  （４）候補者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その理由を記載した辞

退届を提出すること。なお、この場合、次順位者を候補者とする。 

  （５）選定された候補者が契約締結日までに宗像市指名停止の措置に関する規程に基づ

く指名停止の措置が開始した場合については、契約を締結しない。なお、この場合に

おいても、次順位者を候補者とする。 
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１７ その他  

（１）参加辞退     

参加表明書提出後に辞退する際には、参加辞退届（様式６）を提出すること。  

（２）提出書類  

①企画提案書の提出は、１社につき１案とする。   

②提出された全ての書類は返却しない。また、提出後の差し替え及び追加、削除は認

めない。   

③提出された書類は、提出した者に無断で本プロポーザルに係る審査以外には利用し

ない。ただし、必要に応じて複写することがある。  

④本提案に係る書類作成及び提出費用等、必要な経費は全て参加者の負担とする。ま

た、やむを得ない理由等により、本プロポーザルを中止することがあるが、この場

合においても、本プロポーザルに要した費用を宗像市に請求することはできない。  

⑤参加表明書を提出した後、市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めること

がある。 

（３）著作権等  

企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成した者に帰属するものとする。ただ

し、本事業の契約に至った者が作成した企画提案書について、宗像市が必要と認める

場合は、宗像市が予め通知することにより、その一部又は全部を無償で使用（複製、

転記又は転写をいう。）することができるものとする。  

（４）異議申立  

    参加申込者は、本プロポーザルの実施後、不知又は内容の不明を理由として、異議を

申し立てることはできない。  

（５）言語及び通貨単位  

手続きにおいて使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限る。  

  

１８ 問い合わせ先（事務局）  

〒８１１-３４９２ 

福岡県宗像市東郷一丁目１番１号  

宗像市教育部教育総務課 担当：小森・阿部 

電 話  ０９４０-３６-５０９９     

電子メールアドレス  kyouiku@city.munakata.lg.jp 


